
◆ 京都議定書　若者3人に1人「知らない」
　経済産業省が東京・渋谷の繁華街で行ったアン
ケート調査によると、各国が温室効果ガスの削減
を約束した「京都議定書」について、30歳未満の
３人に１人が「知らない」と回答したことが分か
った。
　京都議定書について「知らない」が34％で、「聞

いたことがある程度」は23％。「一応知っている」が36％で「詳しく知っている」
は７％だった。30歳以上で「知っている」と答えたのは60％だったが、「地球温
暖化を知っているか」の問いに、30歳未満で「知っている」と答えた人は「一
応」と「詳しく」を併せて85％いた。
　また、「地球温暖化を防ぐために実行していること」(複数回答) では、「無駄
な電気を消す」が最も多く72％で、次いで「ごみの分別」(68％) だった。「特
に何もしていない」は３％で少なく、「京都議定書」は知らなくても、温暖化問
題を切実にとらえていることが浮き彫りになった。　　　　　　　　　（4／ 6）
◆ 中国野菜輸入44％減　ギョーザ事件響く
　農林水産省が発表した
輸入検査実績によると、
３月の中国産の野菜の輸
入検査量は、前年同期比
44.5％減の 24,680 ㌧だ
ったことが分かった。中
国製冷凍ギョーザの中毒
事件を背景に、需要が冷え込んでいることや、中国側が輸出時の検査を強化し
ていることなどを受け、２月（同32.4％減）に比べて、落ち込み幅が拡大した
が、週次ベースで見ると、23日～29日の第４週は前年同期比で34.0％減で、16
日～22日までの第３週(同48.9％減）からは、減少幅が縮小した。
　中国政府が品質管理を徹底した企業の輸出を容認し始め、持ち直しの傾向に
あるとの見方もある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4／ 8）
◆ 企業で働く高齢者200万人　４年で３割増
　総務省の労働力調査によると、公的年金を受け取れる65歳以上になっても企
業で働く人が2007年に初めて200万人を超えたことが分かった。人手不足の企
業が経験豊かな高齢者を雇っているうえ、定年後も働き続けたい人が増えてい
ることが背景にある。
　07年の平均の雇用者数は前年比２％増の5,174万人で、このうち65歳以上は
209 万人、同 15％増と全体の伸びを大幅に上回り、４年前に比べ 32％増えた。
企業に勤める人の25人に１人にあたる。雇用環境の改善で、若年層で優秀な人
材の獲得競争が厳しくなる中で、経験と技術を持つ高齢者に注目する企業が積
極的に採用している。
　高齢者雇用には「待遇が不安定」という問題点もある。65歳以上の雇用者の
うち非正社員は７割を占め、全雇用者に対する割合が約３割なのに比べ高い。

（4／18）
◆ 糖尿病の疑い1,870万人　４年で250万人増える
　厚生労働省の2006年国民健康・栄養調査によると、糖尿病が強く疑われる人
と可能性が否定できない「予備軍」を合わせると計約1,870万人と推計されるこ
とが分かった。成人の5.6人に１人の計算で02年の調査より約250万人(15.4％) 
増加した。同省の担当者は ｢高齢化や食習慣・生活習慣の変化が関係している｣
とみている。
　糖尿病の疑いが強い人は20～ 29歳では男女とも０％だが、40～ 49歳では男
性4.8％、女性2.2％。70歳以上では男性の21.2％、女性の15.3％だった。
　調査では運動の実態について、前回までより詳しく調べた。男性の20～ 39歳
までと70歳以上、女性の15～ 29歳と 70歳以上では ｢運動をしていないし、し
ようとも考えていない｣という人が３割以上を占めた。　　　　　　　　（5／1）
◆ 減る子ども最少1,725万人　15歳以下人口比13.5％に
　総務省が発表した人口推移によると、15歳未満の子どもの数は前年に比べ13
万人減の1,725万人と過去最少を更新した。82年から27年連続の減少で、総人
口に占める割合も13.5％と 34年連続で低下し、世界でも最低水準になっている
ことが分かった。
　総務省の推計によると、子どもの数は男の子が884万人、女の子が841万人で、
３歳ごとの年齢層別では、最多は中学生(12～ 14歳 )の 359万人で、最少は０
～２歳の324万人と年齢層が下がるほど少ない。
　同省は「出生児数の減少が、子どもの数全体を引き下げている」と分析。国
立社会保障・人口問題研究所が06年にまとめた将来推計では、子どもの数は15
年に 1,500万人を割り込み、総人口に占める割合も12％を下回る見込みで、今
後、効果的な少子化対策が急がれそう。　　　　　　　　　　　　　　（5／ 5）
◆ 年金 ｢足りない｣ 56％に上昇　06年度、高齢者の意識調査
 内閣府が発表した2006年度の高齢者の経済生活に関する意識調査結果による
と、60歳以上で ｢年金が生活費に足りない｣ と思う人の割合は 56.9％と、前回
2001年に行った調査に比べ10.3ポイント上昇した。｢年金で生活をまかなえる｣
とする人は32.7％と同6.8ポイント低下している。
　調査は昨年、55歳以上の男女4,000人を対象に実施、有効回収率は54.4％。｢団
塊の世代｣ を含む55～ 59歳への調査は初めて実施した。日常で負担を感じるの
は、支出では ｢医療費｣が46.0％でトップだった。　　　　　　　　　　（5／14）
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